
資料１

埼 玉 県 立 大 学

概 要

◇◇◇◇◇◇◇◇ 平成２１年度版 ◇◇◇◇◇◇◇◇

Ⅰ 埼玉県立大学の概要
Ⅱ 埼玉県立大学の組織
Ⅲ 埼玉県立大学の運営体制
Ⅳ 埼玉県立大学の予算
Ⅴ 学生納付金の状況
Ⅵ 入学試験の結果
Ⅶ 就職の状況
Ⅷ 国家試験の結果
Ⅸ 社会貢献の状況
Ⅹ 科学研究費補助金の状況
ⅩⅠ 埼玉県立大学の施設等の概要



- 1 -

Ⅰ 埼玉県立大学の概要
埼 玉 県 立 大 学 の 概 要

１ 設置根拠
学校教育法 第８３条

２ 設置趣旨
保健・医療・福祉の分野における幅広い高度なサービスに対応できる資質の高い人材の養成や指導的役割が果たせる人材の

確保を図るため、さらには、本県の保健・医療・福祉に関する教育・研究の中核となって地域社会に貢献すること。

３ 開学年月
平成１１年４月

４ 学科、学生数 （総現員は平成２１年４月現在）
（保健医療福祉学部） （保健医療福祉学研究科 保健医療福祉学専攻）

学 科 名 入学者 ３年次 総現員 専 修 名 入学者 総現員
編入学者

看護学科 １２１ ４０ ５６１（６） 看護学 １０ １０（１）
理学療法学科 ４３ ０ １７４（２） リハビリテーション学 １０ １０
作業療法学科 ４０ ０ １６６（２） 健康福祉科学 ６ ６
社会福祉学科 ７１ ５ ２９３ 計 ２６ ２６（１）
健康開発学科 １０３ ２０ ４５２（３）

計 ３７８ ６５ １，６４６（１３）
※うち（ ）内は休学者数

（休学者数については変更の可能性あり）



- 2 -

Ⅱ 埼玉県立大学の組織 （平成２１年４月現在）

総務、経理担当 総務担当
経理担当

事 務 局 情報・施設管理担当 情報・施設管理担当
（職員３９名）

（他に兼務職員７名。 教 学 担 当 教務・学生担当
うち３名が大学駐在。） 入試担当

（他に非常勤職員 10 名） 大学経営改革室長

看護学科
副学長 保健医療福祉学部 理学療法学科

（教員１７４名） 作業療法学科
（学長・副学長・研究科長を除く。） 社会福祉学科

学 長 健康開発学科
一般教育会議
医学教育会議

（一般教育会議、医学教育会議の教員は各学科にも所属）

保健医療福祉学研究科長 保健医療福祉学研究科 保健医療福祉学専攻
（教員４８名（兼務））

学 生 部
情 報 セ ン タ ー 図書情報担当
地域産学連携センター 教育研修担当

産学連携担当
保 健 セ ン タ ー
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Ⅲ 埼玉県立大学の運営体制 （平成２１年４月現在）

埼玉県立大学運営協議会 学 長 埼玉県立大学運営改革推進会議
○委 員 10名以内 ○構 成 設置者と大学で構成
○審議事項 10名以内
・運営全般に関する重要事項 ○検討事項 ・改革方策に関する事項
・教育、研究、経営に関する重要事項 ・改革の達成状況の評価
・教育、研究、経営に関する評価 ・重要・緊急課題の処理

保健医療福祉学部
大学院保健医療福祉学研究科

教 授 会 運 営 会 議
研究科委員会

○構成員 ○構成員
学長、副学長、専任教授 学長、副学長、研究科長、学生部 ○構成員

○審議事項 長、情報センター所長、地域産学 学長、副学長、研究科長、
・教育課程・授業 連携センター所長、学科長等、 大学院で科目を担当する専任教授
・学則・重要規程の制定改廃 事務局長、副局長 ほか ○審議事項
・学生の入学等身分 ○審議事項 ・大学院の教育課程、授業
・学生の厚生補導 ・学長諮問事項 ・大学院の学則･規程の制定･改廃
・教員人事 ・教授会･研究科委員会案件の事 ・大学院の学生の入学等身分
・予算概算方針 ほか 前調整 ・学生の厚生補導

・学科間･学部と研究科間の調整 ・研究指導教員等の資格審査 ほか
・大学運営に係る企画・調整
・県内就職対策

委員会（17委員会）

総務委員会､教務委員会､入試委員会(学部､大学院)、研究推進委員会､ 大学改革推進委員会
自己評価委員会､学生委員会､保健委員会、社会貢献委員会､情報図書委員会 ほか



- 4 -

Ⅳ 埼玉県立大学の予算 （平成２１年度当初）

１ 歳 入 （単位：千円）
特定財源 １，２２４，７１０ ・授業料 ９９９，３６２

・入学料 １３６，７３４
・入学検定料 ３３，９０６
・その他 ５４，７０８

一 般 ２，０８１，４０１
財 源
合 計 ３，３０６，１１１

２ 歳 出 （単位：千円）
給 与 費 ２，１４２，８４５ 教職員給与費
運 営 費 １，０５２，６７２ ・事務局費 ４４，５７９

・管理費 ３４３，３００
・情報システム費・図書館運営費 ２１５，５４８
・教務運営費 ２７０，２２１
・学生厚生費 ２５，６６０
・地域産学連携センター費 ２２，７１２
・奨励研究費 ４７，１５７
・教育活動費 ３６，８２０
・大学評価費・大学改革推進費 １２，３７４
・受託研究費 ５，５２８
・大学院運営費 ２８，７７３

法人化準備 １１０，５９４ ・法人化準備費 １１０，５９４
合 計 ３，３０６，１１１
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Ⅴ 学生の納付金額 （平成２１年度）

（単位：円）
区 分 金 額

学 生 １７，０００
入 学

大 学 院 学 生 ３０，０００
検定料

科目等履修生 ９，８００
聴 講 生

入学料 学 生 県内 ２１１，５００

大学院学生 県外 ４２３，０００

科目等履修生 県内 ２１，１００

聴講生 県外 ４２，３００

授業料 学 生 ６２１，０００
大 学 院 学 生
科目等履修生 １７，３００
聴 講 生

○ 平成１６年度の入学生からは本学独自の授業料を適用
○ 入学金のみ県内居住者は国立大学の７５％、県外居住者は国立大学の１５０％
○ 大学院の長期履修学生にあっては、６２１，０００円に２を乗じて得た額を当該学生の修業年限の年数で除して得た

額。ただし、修業年限の短縮が認められた長期履修学生にあっては、６２１，０００円に２を乗じて得た額から当該学
生が在学した期間に納付すべき授業料の総額を控除した額を、当該学生の修業年限の残りの年数で除して得た額とする。
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Ⅵ 入学試験の結果 （平成２１年度入学生） ＜平成２１年４月１日現在＞

１ 埼玉県立大学
学 科 定 員 志願者数 *1 合格者数 入学者数 *2
（専攻） （人） （人） 倍 率（倍） （人） （人） 県内率（％） *1 倍率＝志願者数／定員

看 護 １２０ ５７９ ４．８ １２９ １２１ ５２．９ *2 県内率＝県内在住・在学者／入学者
理学療法 ４０ ２３８ ６．０ ４６ ４３ ５３．５
作業療法 ４０ １５２ ３．８ ４２ ４０ ５０．０
社会福祉 ７０ ２２３ ３．２ ７８ ７１ ４６．５
健康開発 １００ ４３１ ４．３ １０９ １０３ ５２．４

(健康行動科学） ３０ ８９ ３．０ ３４ ３１ ５８．１
(検査技術科学） ４０ ２０２ ５．１ ４３ ４１ ４８．８
(口腔保健科学） ３０ １４０ ４．７ ３２ ３１ ５１．６

合 計 ３７０ １，６２３ ４．４ ４０４ ３７８ ５１．３

＜編入学試験＞
看護Ａ選抜 １０ ６ ０．６ ５ ５ １００．０
産科医療施設推薦
看護Ｃ選抜 ３０ １９１ ６．４ ４８ ３５ ４２．９
社会福祉 ５ ７ １．４ ６ ５ ２０．０
健康行動Ｂ選抜 １５ １０ ０．７ ６ ６ ５０．０
健康行動Ｃ選抜 １５ ３０ ２．０ １８ １４ ３５．７

合 計 ７５ ２４４ ３．３ ８３ ６５ ４４．６
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Ⅶ 就職の状況 （平成２０年度卒業生） ＜平成２１年５月１日現在＞

学 科 卒業者 就 職 者 進学者 その他 進路決定率
（人） （人） 県内(人) 県内率（％） （人） （人） (%)

看護 ８６ ８０ ４０ ５０．０ ３ ３ ９６．５
理学療法 ２１ ２１ １５ ７１．４ ０ ０ １００．０
作業療法 ２４ ２３ １４ ６０．９ ０ １ ９５．８
社会福祉 ４４ ４０ １４ ３５．０ ０ ４ ９０．９

合 計 １７５ １６４ ８３ ５０．６ ３ ８ ９５．４

＊平成１８年度に健康開発学科の新設及び既存４学科の入学定員増を実施している。
このため、平成２１年度卒業生は４４５人（定員）程度に増加する見込みである。

Ⅷ 国家試験の結果 （平成２０年度卒業生）

職 種 学 科 受験者数 合格者数 不合格者数 本学合格率 全国合格率 平成 20 年度
（人） （人） （人） （％） （％） 合格発表日

看護師 看護学科 ７５ ７２ ３ ９６．０ ８９．９ H21.3.26
保健師 看護学科 ８５ ８３ ２ ９７．６ ９７．７ H21.3.26
助産師 看護学科 ８ ８ ０ １００．０ ９９．９ H21.3.26
理学療法士 理学療法学科 ２１ ２１ ０ １００．０ ９０．９ H21.3.31
作業療法士 作業療法学科 ２４ ２３ １ ９５．８ ８１．０ H21.3.31
社会福祉士 社会福祉学科 ４４ ３０ １４ ６８．２ ２９．１ H21.3.31
精神保健福祉士 社会福祉学科 ４ ３ １ ７５．０ ６１．７ H21.3.31
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Ⅸ 社会貢献の状況
１ 社会貢献事業の状況
（１）公開講座の実績

① 一般県民向け公開講座の状況 ② 保健医療福祉従事者向け専門職講座の状況
年 度 講座数 回 数 延べ人数 年 度 講座数 回 数 延べ人数

平成１１年度 １０ １６ ３，１７３ 平成１１年度 １８ ２１ １，２８８
１２年度 １１ ３１ ２，１１６ １２年度 ６ ８ ５９８
１３年度 １２ ４５ １，９５８ １３年度 ９ ２２ ９２３
１４年度 ２３ ７４ ３，２０４ １４年度 ３２ ６８ ２，７８１
１５年度 ３７ １１６ ５，５１９ １５年度 ３７ ９１ ３，４３３
１６年度 ３９ ９８ ５，９９２ １６年度 ４６ ９２ ４，４２０
１７年度 ３６ １０５ ４，２６０ １７年度 ３７ ７２ ４，３９３
１８年度 ３３ ９５ ４，６２８ １８年度 ３０ ６６ ３，４９９
１９年度 ４０ ９６ ４，２２８ １９年度 ３５ ７１ ３，１９２
２０年度 ４０ １５４ ４，６８５ ２０年度 ２８ ５７ ２，８６０

（２）施設開放の実績 （３）図書館の県民（県内在住・在勤・在学）の利用
年 度 貸出件数 利用延べ人数 年 度 利用者数 貸出者数 貸出冊数

平成１１年度 ２１ ３，１７１ 平成１１年度 ７９５ ６６６ １，１８５
１２年度 １２０ ３，２６９ １２年度 ７８５ ７０７ １，２５９
１３年度 １９３ ６，５４４ １３年度 １，０５８ ９３３ １，６９９
１４年度 ２２２ ６，７７２ １４年度 １，２３２ ８８８ １，７１６
１５年度 ３１１ ９，７４５ １５年度 １，０４８ ９２１ １，８２７
１６年度 ４１９ １７，６４８ １６年度 １，０４０ １，０６９ ２，１２０
１７年度 ５５５ １９，２８１ １７年度 １，０５３ ９４４ ２，０１９
１８年度 ４９６ １９，７６０ １８年度 ９６０ ９４３ ２，２５３
１９年度 ４５９ １７，４５４ １９年度 ８２８ ７９７ １，６９１
２０年度 ３８７ １４，０２６ ２０年度 ８２５ ８１４ １, ８２９

２ 県内市町村・団体等の審議会委員の就任状況（平成２０年度）
２４人の教員が４０の委員会等の委員に就任

３ 講演会・研修会等での講師の状況（平成２０年度）
講演回数：３００回
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Ⅹ 科学研究費補助金の状況

文部科学省・日本学術振興会 科学研究費補助金の状況（平成２１年度）
平成２１年７月１５日現在

申請及び採択の状況（４月１日付け転出者分及び産休・育休による延期分を含み、転入者分は含まない）
申 請 件 数 採 択 件 数 金額（千円・

研 究 種 目 新規課題 継続課題 合 計 新規課題 新規採択率 継続課題 合 計 間接経費含む）
基盤研究（Ｂ） ２ ０ ２ ０ ０．０％ ０ ０ ０
基盤研究（Ｃ） ５８ １６ ７４ １２ ２０．７％ １６ ２８ ４０，８２０
挑戦的萌芽研究 ６ １ ７ ０ ０．０％ １ １ １，１００
若手研究（Ｂ） ２３ ８ ３１ ５ ２１．７％ ８ １３ １５，９９０
若手研究（スタート） ５ １ ６ ※１ １ １ １，３６５
合計 ９４ ２６ １２０ １７ １８．１％※２ ２６ ４３ ５９，２７５
※１ 若手スタートアップの新規課題については、８月下旬に採択結果が通知される予定である。

※２ 若手研究（スタートアップ）の新規課題申請件数を含む。（含まない場合は１９．１％）

※３ 全国の採択率は次のとおり。

全研究種目計：２２．９％

基盤研究（Ｂ）：２４．９％ 基盤研究（Ｃ）：２３．５％ 挑戦的萌芽研究：１２．３％ 若手研究（Ｂ）：２７．８％

（参考）各研究種目の概要

基盤研究：1人または比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的研究

Ｓ：期間５年 １課題５，０００万円以上２億円程度まで

Ａ：期間３～５年 ２，０００万円以上５，０００万円以下

Ｂ：期間３～５年 ５００万円以上２，０００万円以下

Ｃ：期間３～５年 ５００万円以下

挑戦的萌芽研究：独創的な発想に基づく、挑戦的で高い目標設定を掲げた芽生え期の研究 期間１～３年 ５００万円以下

若手研究：３９歳以下（Ｓは４２歳以下、スタートアップは制限なし）の研究者が１人で行う研究
Ｓ：期間５年 概ね３，０００万円以上１億円程度まで

Ａ：期間２～４年 ５００万円以上３，０００万円以下

Ｂ：期間２～４年 ５００万円以下

スタートアップ：研究機関に採用されたばかりの研究者が１人で行う研究 期間２年 年間１５０万円以下
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ⅩⅠ 埼玉県立大学の施設等の概要

１ 施設の規模
敷 地 面 積 ： １０２，２６０㎡
建 築 面 積 ： ３４，０３０㎡
建物延床面積 ： ５４，０００㎡
構 造 規 模 ：鉄骨鉄筋コンクリート造４階建

２ 施設の概要
（１） 本部棟

事務室、防災センター、保健センター等
客席数８００席の講堂
食堂、売店

（２） 教室棟
大学棟、短大棟、共通施設棟、教育研修センター

（３） スポーツ施設
体育館、グラウンド、テニスコート

３ 設備上の特色
（１） 福祉対策

① バリアフリーなアクセスのための段差の解消やエレベーターを設置
② 点字ブロック、点字案内板、音声標識ガイドなどの障害者対策を整備

（２） 防災対策
① 建物の耐震性能を強化
② 非常用発電装置（７２時間）、防災備蓄庫
③ 非常用飲料水確保のための耐震性貯水槽（100 トン）、非常用井戸

（３） 省エネ対策
① 環境調整型空調システム（パッシブソーラー）の採用
② ８５Ｋｗの発電能力を有する太陽光発電装置
③ 太陽熱利用温水器の設置
④ 雨水の再利用（トイレの洗浄水、芝の散水）


